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1．はじめに 

大都市への富の集中の是正は、日本を含む多くの国が直面する最も大きな課題の一つで

ある。しかし、一国の富の地理的な集中の度合いがどの程度で、どのような要因によるも

のであり、またどのように変化してきたのかを明らかにした研究は少ない。新型コロナウ

イルスの感染リスクが高い東京都を避けて地方への移住を希望する者が増加し、東京一極

集中の是正に期待が集まりつつある今日、都道府県間格差やその要因の実態について正し

く把握しておくことは、今後の地域振興のあるべき姿を考え、展望を開くうえで必要不可

欠である。そこで、本稿では、1970 年から 2012 年までの、日本の都道府県を単位とした

実質付加価値、人口、および就業人口のデータを用いて、産業集積や東京一極集中がもた

らした都道府県間格差とその地域的・産業的要因、さらにはその推移を明らかにしてみた

い。格差の指標としては、タイル指数、その地域的分解、さらには拙稿（國分、2003）で

示した産業的分解により得られる指数を用いる。 
 

2．推計方法とデータ 

(1) タイル指数の分解  
通常、タイル指数は以下の式で定義される。 

𝑇𝑇 = ∑ ∑ 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑌𝑌
𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖/𝑌𝑌

𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖/𝑁𝑁𝑗𝑗𝑖𝑖  ・・・①  𝑌𝑌 = ∑ ∑ 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗𝑖𝑖 、𝑁𝑁 = ∑ ∑ 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑗𝑗𝑗𝑗𝑖𝑖  

ここで、𝑖𝑖 は行政単位（本稿では都道府県）、𝑗𝑗 は地域（本稿では東京都か地方か）、𝑌𝑌𝑖𝑖𝑗𝑗 
は都道府県 𝑖𝑖 、地域 𝑗𝑗 における付加価値、𝑁𝑁𝑖𝑖𝑗𝑗 は、都道府県 𝑖𝑖 、地域 𝑗𝑗 における人口を

表す。従って、この指数は、人口の分布に対してどれだけ付加価値が乖離しているかを示

すものであり、乖離が大きければ数値が大きく、逆に乖離が小さければ数値が小さくなる。

さらに、①式は以下のように分解できる。𝑇𝑇 = 𝑇𝑇𝑊𝑊 + 𝑇𝑇𝐵𝐵 ここで、𝑇𝑇𝑊𝑊 は地域内の格差で、

以下の式で表される。𝑇𝑇𝑊𝑊 = ∑ 𝑌𝑌𝑖𝑖
𝑌𝑌
𝑇𝑇𝑗𝑗𝑗𝑗  ここで、𝑌𝑌𝑗𝑗 = ∑ 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖  𝑇𝑇𝑗𝑗 = ∑ 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖/𝑌𝑌𝑖𝑖
𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖/𝑁𝑁𝑖𝑖

 𝑁𝑁𝑗𝑗 = ∑ 𝑁𝑁𝑖𝑖𝑗𝑗𝑖𝑖   

一方、𝑇𝑇𝐵𝐵 は地域間の格差で、以下の式で表される。𝑇𝑇𝐵𝐵 = ∑ 𝑌𝑌𝑖𝑖
𝑌𝑌𝑗𝑗 𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑌𝑌𝑖𝑖/𝑌𝑌

𝑁𝑁𝑖𝑖/𝑁𝑁
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このタイル指数を用いた格差の推計は多くの先行研究で行われており、例えば、世界の

国家間格差とその推移を推計した拙稿（國分ら、2015）がある。次に、タイル指数の産業

的要素への分解方法（國分、2003）を示す。まず、①式を以下のように書き換える。 

𝑇𝑇 = ∑ ∑ ∑ 𝑦𝑦ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖ℎ

∑ 𝑦𝑦ℎ𝐿𝐿ℎℎ
𝑙𝑙𝑙𝑙

∑ 𝑦𝑦ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖/∑ 𝑦𝑦ℎ𝐿𝐿ℎℎℎ

𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖/𝑁𝑁𝑗𝑗𝑖𝑖  ・・・② 

ここで、ℎ は産業、𝑦𝑦 は労働生産性（𝑌𝑌/𝐿𝐿）、𝐿𝐿 は就業人口を表す。もしも就業構造が全

ての自治体で同じならば、②式は以下のようになる。 

𝑇𝑇𝑠𝑠 = 𝑇𝑇|𝐿𝐿ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖=𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿ℎ = ∑ ∑ 𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖 ∑ 𝑦𝑦ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿ℎℎ

∑ 𝑦𝑦ℎ𝐿𝐿ℎℎ
𝑙𝑙𝑙𝑙 𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖 ∑ 𝑦𝑦ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿ℎ/∑ 𝑦𝑦ℎ𝐿𝐿ℎℎℎ

𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖/𝑁𝑁𝑗𝑗𝑖𝑖  ・・・③ ここで、𝛼𝛼𝑖𝑖𝑗𝑗 = 𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖
𝐿𝐿

 

さらに、労働生産性が全ての産業につき全ての都道府県で同じ（すなわち、𝑦𝑦ℎ𝑖𝑖𝑗𝑗 = 𝑦𝑦ℎ）

ならば、③式は以下のようになる。 

𝑇𝑇𝑑𝑑 = 𝑇𝑇|𝐿𝐿ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖=𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖𝐿𝐿ℎ;𝑦𝑦ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖=𝑦𝑦ℎ = ∑ ∑ 𝛼𝛼𝑖𝑖𝑗𝑗𝑙𝑙𝑙𝑙
𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖

𝑁𝑁𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑁𝑁⁄𝑗𝑗𝑖𝑖  ・・・④  

ここで、𝑇𝑇𝑑𝑑 は、人口と就業人口の分布の差による影響（就業人口比率要因）を表す。一

方、就業構造上の差による影響（構造要因）は、②式から③式を減じることで得られ、𝑈𝑈𝑠𝑠 =

𝑇𝑇 − 𝑇𝑇𝑠𝑠 となる。さらに、生産性の差による影響（生産性要因）は、③式から④式を減じる

ことで得られ、𝑈𝑈𝑝𝑝 = 𝑇𝑇𝑠𝑠 − 𝑇𝑇𝑑𝑑 となる。𝑇𝑇𝑠𝑠と𝑇𝑇𝑑𝑑は、𝑇𝑇と同様に地域内、地域間に分解できるの

で、𝑇𝑇𝑠𝑠 = 𝑇𝑇𝑠𝑠𝑊𝑊 + 𝑇𝑇𝑠𝑠𝐵𝐵 、𝑇𝑇𝑑𝑑 = 𝑇𝑇𝑑𝑑𝑊𝑊 + 𝑇𝑇𝑑𝑑𝐵𝐵 となり、𝑇𝑇𝑠𝑠と𝑇𝑇𝑑𝑑の構成要素を𝑇𝑇と𝑇𝑇𝑠𝑠の構成要素から引

くことで、𝑈𝑈𝑠𝑠と𝑈𝑈𝑝𝑝もまた地域内、地域間に分解できる。すなわち、𝑈𝑈𝑠𝑠 = 𝑈𝑈𝑠𝑠𝑊𝑊 + 𝑈𝑈𝑠𝑠𝐵𝐵 、𝑈𝑈𝑝𝑝 =

𝑈𝑈𝑝𝑝𝑊𝑊 + 𝑈𝑈𝑝𝑝𝐵𝐵 となる。以上から、以下の３通りの分解方法を得ることが出来た。次節以降で

はこれを用いる。𝑇𝑇 = 𝑇𝑇𝑊𝑊 + 𝑇𝑇𝐵𝐵 = 𝑈𝑈𝑠𝑠 + 𝑈𝑈𝑝𝑝 + 𝑇𝑇𝑑𝑑 = 𝑈𝑈𝑠𝑠𝑊𝑊 + 𝑈𝑈𝑠𝑠𝐵𝐵 + 𝑈𝑈𝑝𝑝𝑊𝑊 + 𝑈𝑈𝑝𝑝𝐵𝐵 + 𝑇𝑇𝑑𝑑𝑊𝑊 + 𝑇𝑇𝑑𝑑𝐵𝐵 
      

（地域的分解）（産業的分解）   （地域的・産業的分解） 
(2) データ  
 本稿で使用するデータは、1970 年から 2012 年までの期間を対象に都道府県別にまとめ

られた、産業別実質付加価値、産業別就業者数、人口の３つである。いずれも、独立行政

法人経済産業研究所（RIETI）の構築した「都道府県別産業生産性（R-JIP）データベース

2017」（https://www.rieti.go.jp/jp/database/R-JIP2017/index.html アクセス日：2020 年

11 月 11 日。以下では「データベース」と記す）より得た。産業別実質付加価値について

は「県民経済計算」および「工業統計調査」の情報から、一方、産業別就業者数について

は「国勢調査」および「工業統計調査」の情報から推計されている（居住地ではなく従業

地をベースにしている）。産業分類は、農林水産業、鉱業、食料品、繊維、パルプ・紙、化

学、石油・石炭製品、窯業・土石製品、一次金属、金属製品、一般機械、電気機械、輸送

用機械、精密機械、その他の製造業、建設業、電気・ガス・水道業、卸売・小売業、金融・

保険業、不動産業、運輸・通信業、サービス業（民間、非営利）、サービス業（政府）の 23
分類である。1970 年、71 年については沖縄県を除いたデータベースとなっている。 

https://www.rieti.go.jp/jp/database/R-JIP2017/index.html
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3．推計結果  
(1) 地域的分解  

図表１は、タイル指数、および、タ

イル指数を地域間、地域内に分解した

値について、それらの傾向を示したも

のである。ここで、地域間の格差は、

東京都と地方（46 の道府県）の格差を、

一方、地域内の格差は、地方の道府県

間の格差を、それぞれ示している。ま

ず、タイル指数の推移からは、都道府

県間の格差が、1970 年代の半ばまで縮

小した後、80 年代にかけて大きく拡大

し、90 年代の前半に縮小、後半に拡大、

2000 年代の後半に縮小に向かったこ

とが示されている。次いで、地域間、

地域内の格差の水準とその推移から

は、「東京一極集中」という言葉を彷彿

とさせるかのように、タイル指数で示される格差の大半が、ほとんどの期間、地域間、す

なわち東京都と他の道府県の間の格差によるものであったことを見てとることができる。 
(2) 産業的分解  

次に、タイル指数を構造要因、生産性要因、就業人口比率要因に分解して推移を示した

図表２からは、一口に都道府県間格差といっても、時期によってその内容が異なることが

示されている。すなわち、80 年代前半までは構造要因と就業人口比率要因が格差の大半を

占めていたが、80 年代後半以降は生産性要因が大きくなり、90 年代以降には最大の要因

となった。また、構造要因と就業人口比率要因が 90 年代以降減少に転じたのに対して、生

産性要因が減少に転じたのは 2000 年代後半に入ってからであった。さらに、これら３つ

の要因を地域間、地域内で分けたグラフ（図表３・４・６）からは、就業人口比率要因（図

表６）においては地域間、地域内格差がそれぞれ期間を通して大きな割合を示していたの

に対して、構造要因（図表３）、生産性要因（図表４）においては、大半の期間、地域間格

差が地域内格差を大きく上回っていたことが示されている。 
ちなみに、以上の推計について（実質ではなく）同じデータベースに収録されている名

目付加価値を用いて行うと、数値が大きく、かつ起伏が小さくなる 1、地域間格差の割合

が大きくなる 2などの違いが生じる。加えて、産業的分解における 2012 年の各要因の割合

 
1 実質付加価値の格差の最小値が 1975 年の 0.015、最大値が 2001 年の 0.039 なのに対して、名目付加

価値の格差の最小値が 1979 年の 0.021、最大値が 2006 年の 0.040。 
2 2012 年では、実質付加価値の格差に占める地域間格差の割合が 53.9％なのに対して、名目付加価値

の格差に占める地域間格差の割合は 75.5％。 

図表１ 都道府県間格差と地域的分解の推移 

 

 
 

出所）独立行政法人経済産業研究所（RIETI）

「都道府県別産業生産性（R-JIP）データベ

ース 2017」より筆者計算のうえ作成。 
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を比べると、実質付加価値では構造要

因、生産性要因、就業人口比率要因の

割合がそれぞれ 9.2％、56.6％、34.3％
なのに対して、名目付加価値では 
-3.7％、71.7％、32.0％となり、後者で

より生産性要因の割合が大きい 3。言

い換えれば、実質付加価値で見る都道

府県間格差は、名目付加価値で見る都

道府県間格差に比べて、時期による変

動が大きいが、格差自体は小さく、東

京都と地方の間の地域間格差や都道

府県間の（とりわけ東京都と地方の間

の）労働生産性の違いの影響を受け難

いものであるといえる。 
(3) 地域的・産業的分解  

以下に、それぞれの要因の動きについて考察する（特に断りのない限り文末に掲げた一

連の参考文献を参照した）。まず、構造要因（図表３）は、70 年代に減少した後、80 年代

に増加し、90 年代以降は再び減少に転じている。このうち、70 年代の減少については、

公的総固定資本形成（公共投資）の増大に因るものと考えられる。公共投資は、高度成長

期の前期といえる 50 年代半ばから 60 年代半ばには大都市圏において優先的に行われ、そ

のため（東京都と地方の差というよりも）京浜、中京、阪神、北九州等の工業地帯と他の

地域の間で格差が発生していた。このことは、1970 年頃において、後の時期とは異なり地

域内格差が地域間格差を上回っていたことからも読み取ることが出来る（図表４の生産性

要因においても同様な傾向が見られる）。しかし、69 年に新全国総合開発計画の開始によ

り新幹線、高速道路、港湾、空港などの全国ネットワークや産業基盤が整備され、72 年に

太平洋ベルト地帯に集中しすぎた工場の地方分散等を謳った田中角栄の「日本列島改造論」

が発表されると、地方でも社会資本整備が進み、民間投資や企業進出が誘発され、雇用機

会が増加したことにより、70 年代には構造要因による都道府県間格差の縮小がもたらされ

た。 
一方、80 年代の構造要因の拡大は、主に、地方と東京都で起こった全く異なる２つの出

来事の相乗効果に原因を求めることが出来る。一つは、地方の製造業で就業人口が増加し

たことである。この時期は、家電や半導体で日本企業が圧倒的な市場シェアを獲得した電

気機械産業の黄金時代にあたる。地方自治体が行った工場誘致は、これら製品の市場への

安定供給をもたらすと同時に、関連産業の就業人口を増加させることにつながった 4。言

 
3 さらに、生産性要因に占める地域間格差の割合は、実質付加価値で 79.0％、名目付加価値で 91.4％。 
4 そのため、データベースから地方における就業人口の特化係数を計算すると、もともと１を超えてい

た輸送機械、一次金属に続き、1978 年に一般機械、1980 年に金属製品、1985 年に電気機械が１を超

図表２ 都道府県間格差と産業的分解の推移 
 

 
出所）図表１に同じ。 
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い換えれば、70 年代の構造要因の縮小

が大都市に偏在していた製造業の地方

展開によって起こっていたのに対し

て、80 年代の構造要因の拡大が、地方

へのさらなる展開により就業人口に占

める製造業の割合で地方が東京都を上

回り、その差を広げたことに因るもの

といえる。もう一つは、バブル景気に

より第三次産業の増大と東京都への集

中が同時的に起こっていたことであ

る。例えばサービス業（民間、非営利）

に注目すると、全就業人口に占める同

産業の割合は、1980 年の 19.9％から

1990 年には 25.2％に増加し、同時に、

同産業の就業人口に占める東京都の割

合は 1980 年の 17.0％から 1990 年の 18.0％に増加している 5。 
構造要因の 90 年代の減少は、主にプラザ合意以降の円高とバブル崩壊に因るものであ

る。まず、前者により、1980 年代に活況を呈した金属製品、一般機械、電気機械、精密機

械などで、1990 年代に入ると工場の海外移転などのために地方を中心に就業人口を減少

させた。さらに、この間、これら産業で生じた雇用の減少を埋め合わせるために、公共事

業の拡大等により、建設業、電気・ガス・水道、卸売・小売業、サービス業（民間、非営

利）などの業種で地方を中心に就業人口が増え、その結果、就業構造において地方と東京

都の差が縮小した。加えて、後者により、金融保険業の就業人口が東京都を中心に減少 6

したことや、サービス業（民間、非営利）における就業人口の増加率において東京都が地

方を下回ったことも、就業構造の平準化の流れを後押しした 7。 
構造要因が縮小するなかで並行して起こっていたのが、生産性要因の拡大である（図表

４）。とりわけ、卸・小売業、金融・保険業、サービス業（民間、非営利）では、80 年代

以降、東京都で労働生産性が向上する一方、地方で停滞したことで、年を経るごとに両者

 
え、その後も上昇し続けていたことを確認できる。なお、地方における産業 ℎ の特化係数は、地方に

おける産業 ℎ の従事者比率を全国における産業 ℎ の従事者比率で除した値である。 
5 金融・保険業の就業人口に占める東京都の割合も、1980 年の 22.9％から 1990 年の 24.8％に増加。 
6 1990 年から 2000 年までの間に、金融保険業の就業人口は 10.8％減少し、同時に、同産業に占める東

京都の割合は 24.8％から 23.5％に縮小している。 
7 ただし、図表３からは、2000 年代後半以降、構造要因に占める地域内格差の割合が大きくなる傾向を

読み取ることが出来る。なお、2009 年の地域内格差の縮小はリーマンショック対応（派遣切り等）に因

るものであろう。この年、全就業人口は前年比 1.5％の減少に止まったが、一般機械（-10.1％）、一次金

属（-8.5％）、輸送用機械（-8.2％）を始めとした製造業では就業人口の減少が大きかった。また、東京

都を除く 46 道府県別の 08 年の人口一人あたり実質付加価値と 08-09 年の就業人口増加率の相関係数は

-0.561 であり、製造業従事者が多く、かつ経済水準の高い道府県ほど就業人口を減らす傾向にあった。 

図表３ 構造要因と地域的分解の推移 
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の差が広がる傾向にあった。この原因の

一部は人口密度の差に求められる 8。こ

れは、人口密度が高い地域が、事業機会

の多さから付加価値単価を高く、固定費

割合を低く抑えられることなどにより

労働生産性が高くなり易いからである。

また、地方は、ガバナンスが弱く成長意

欲に欠ける中小零細事業者が多いこと

などから労働生産性が低くなり易いと

される（大久保、2018；藤井、2016）。 
しかし、2000 年代後半に入ると、地域

間の生産性要因の縮小に牽引されて、都

道府県間格差は縮小に向かう。これは、

主に製造業において起こった変化に因

るものである。グローバル化や少子化の影響を受けて製造業のサプライチェーンがアジア

全体に広がることで、国内製造業の事業所数は 1989 年の 42.2 万から 2016 年の 19.1 
万へと半減した。その一方で、国際分業体制の進展による資本集約型製造業の拡大（労働

集約型製造業の縮小）や、マザー機能を有する国内工場を中心とした生産性向上の取り組

みにより、１事業所当たりの付加価値や労働生産性は着実に上昇した（経済産業省ら、

2019）。データベースにも、1990 年代に入り、一般機械、電気機械、精密機械で全国の就

業人口を減らす傾向にあったこと、また並行して、地方が東京都を上回るペースで急激に

労働生産性を高めていた様子が表れている 9。また、1990 年代まで地方を上回るペースで

上昇していた東京都の卸売・小売業、サービス業（民間、非営利）や、全期間を通して地

方を大きく上回る水準を示していた東京都の金融・保険業における労働生産性がリーマン

ショック等に代表される平成不況の長期化の影響を受けて 2000 年代後半以降に停滞した

ことも、生産性要因の縮小による都道府県間格差の縮小を後押しした 10。 
タイル指数の計算式で示されるように、就業構造と労働生産性における地域間の差が同

指数の値を左右する。加えて、付加価値が大きければ、当該産業の同指数の値に与える影

響はさらに大きくなる。そこで、図表５は、2012 年の産業別の数字を用いて、横軸に就業

人口に占める東京都の割合、縦軸に労働生産性の比（東京都/地方）を示したものである。

 
8 2012 年における都道府県別の労働生産性と可住地人口密度（総務省、2020）の相関係数を産業別に

計算したところ、0.5 を超えるのが卸売・小売業（0.830）、金融・保険業（0.620）、サービス業（民

間、非営利。0.569）の３業種であった。 
9 これにより、労働生産性の比（地方/東京都）は、1990 年から 2012 年までの間に、一般機械で 1.26
から 1.70、電気機械で 0.89 から 2.13、精密機械で 0.72 から 1.74 へと増大している。 
10 ただし、東日本大震災の翌年の 2012 年には、電気・ガス・水道業（東京都-13.2％、地方-18.9％）、

精密機械（東京都+6.7％、地方-16.1％）、一般機械（東京都+5.9％、地方-6.1％）などで地方を中心に労

働生産性の低下が起こり、そのため生産性要因の地域間格差もやや拡大している（数字は前年比）。 

図表４ 生産性要因と地域的分解の推移 

 
出所）図表１に同じ。 
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青が農林水産業、鉱業、製

造業、赤がその他の産業

であり、バブルの大きさ

は全産業に占める実質付

加価値の割合を表してい

る。まず横軸からは、構造

上の差が縮小した今日で

も、農林水産業、鉱業、製

造業が左側に、その他の

産業が右側に偏ってお

り、前者で地方、後者で東

京都の割合が相対的に大

きいことが示されてい

る。一方、縦軸からは、農

林水産業、鉱業、製造業が

下、その他の産業が上に

偏っていること、すなわ

ち、前者においては地方

の労働生産性が、後者に

おいては東京都の労働生産性が相対的に高いことが示されている。最後にバブルの大きさ

を見ると、電気機械や輸送用機械を除き、全体的に農林水産業、鉱業、製造業の青いバブ

ルよりもその他の産業の赤いバブルのほうが大きいこと、すなわち、総額で見た場合に、

前者よりも後者の付加価値が大きいことが示されている 11。総合すると、地方には東京都

よりも生産性の高い低付加価値産業（製造業等）が、東京都には地方よりも生産性の高い

高付加価値産業（その他の産業）が偏在しているのが 2012 年の状態である（ただし、東

京都の割合が小さく生産性比が高い輸送用機械や、逆に東京都の割合が大きく生産性比の

低い不動産業もある）。ちなみに、図表３で構造要因の地域間格差が 2000 年代後半以降負

の値を示しているのは、地方の就業構造をさらに東京都に近づけると、かえって地域間格

差が拡大することを示すものである。これは、東京都と地方の分業関係に因るものである。

すなわち、製造業等の労働生産性においては地方が東京都を上回り、その他の産業の労働

生産性においては地方が東京都を下回るので、地方を東京都並の第三次産業中心の就業構

造にすると、かえって地方の一人当たり実質付加価値が下がり東京都との差が開いてしま

うのである。なお、この結果は、地方の製造業への特化が都道府県間格差の縮小に寄与し

ていることを示した先行研究の成果（徳井ら、2013；溝端、2016）を支持するものである。 
残る就業人口比率要因の山なりの形状（図表６）は、主に東京都の就業人口比率の変動

 
11 ただし、労働生産性の加重平均値は青バブル（12,459 千円）が赤バブル（7,203 千円）よりも高い。 

図表５ 生産性比×就業人口に占める東京都の割合 

 

注）バブルの大きさは、全産業に占める実質付加価値の割合。 

出所）図表１に同じ。 
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に因るものである。試みにデータベ

ースから東京都と地方の就業人口比

率を計算してその推移を見れば、東

京都は図表６に似た山なり、一方、地

方は平坦であったことを確認するこ

とが出来る。このことは、1970 年代

から 80 年代にかけて、東京都の就業

人口の増加が人口の増加を大きく上

回るペースであったことによるもの

である 12。ここで、東京都の就業人

口の増加は、主に地方から東京圏（東

京・神奈川・千葉・埼玉）への人口移

動に因るものである。それまで転入

超過にあった大阪圏、名古屋圏が転

出超過へと変わるなか、東京圏のみ

が転入超過を維持・増加させたのが 70 年代後半から 80 年代にかけての時期である（総務

省統計局、各年版）。これは主に、それまで農業をはじめとした地方の第一次産業や関連す

る製造業に就業していた若者が、東京圏に住み、東京都の第三次産業に就業するように変

化したためである。この間、地方で就業人口を減少させたのが農林水産業、鉱業、石油・

石炭製品、窯業・土石製品、一次金属などであり、東京都で就業人口を増加させたのが、

卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、サービス業（民間、非営利）などである。しか

し、90 年代後半になると、東京都において、都心回帰により人口が増加する一方、少子高

齢化（15～64 歳の生産年齢人口の減少）により就業人口が減少 13したため、就業人口比率

が低下し、これに牽引されてタイル指数の就業人口比率要因も縮小している。 
 

4．まとめ 

以上から、本稿が対象とした 1970 年から 2012 年までの期間の都道府県間格差を左右

した主な動きは以下の７つであったといえる。①70 年頃は、地域間格差（東京都と地方の

格差）よりも地域内格差（地方の道府県間の格差）のほうが大きかった。また、構造要因

（就業構造の違いによる格差）が格差の最大の要因であった。②積極的な公共投資が行わ

れた 70 年代には日本全体の就業構造が高度化することで構造要因が縮小し、全体の格差

も縮小した。③電気機械産業の黄金期にあたる 80 年代には、地方が製造業を強化し、また

バブル景気により東京都を中心に第三次産業の比重が高まったことで、構造要因が拡大し、

 
12 1970 年から 1990 年にかけて、東京都と地方の就業人口は、それぞれ、1.28 倍、1.17 倍に増加して

いる。一方、人口は、それぞれ、1.04 倍、1.19 倍に増加している。 
13 1990 年から 2012 年にかけて、東京都と地方の就業人口は、それぞれ、0.97 倍、0.98 倍に減少して

いる。一方、人口は、それぞれ、1.11 倍、1.03 倍に増加している。 

図表６ 就業人口比率要因と地域的分解の推移 

 
出所）図表１に同じ。  
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全体の格差も拡大した。④70 年代から 2000 年代前半にかけて、第三次産業の集積のメリ

ットが大きい東京都と地方の労働生産性の伸びに差が生じたことで生産性要因（労働生産

性の違いによる格差）が拡大し、90 年代より格差の主要因となった。⑤この間、70 年代

から 80 年代にかけて、地方から東京圏への人口移動により就業人口の増加のペースにお

いて東京都が地方を上回ったことで、地域間の就業人口比率要因（就業人口比率の違いに

よる格差）が拡大した。⑥しかし、90 年代後半以降、東京都において、都心回帰による人

口の増加と少子高齢化による就業人口の減少が同時的に起こり、同要因は縮小した。⑦

2000 年代後半以降、グローバル化の進展による工場の海外移転などに対応したことで地

方製造業の労働生産性が向上し、また平成不況の長期化で東京都の第三次産業の労働生産

性が停滞したことにより、生産性要因が縮小し、都道府県間格差も縮小に向かった。 
とはいえ、バブル期の前に比べると格差は依然として大きい。国全体の就業構造の高度

化に伴い構造要因が縮小する一方、首都に労働生産性の高い活動が集中することで生産性

要因が拡大し全体の格差が縮小に向かわないという構図は、奇しくも拙稿（國分、2003）
が示したマレーシアの大都市対地方の構図に似ている。本稿で示したように、今日の都道

府県間格差の最大の原因は、東京都と地方の間の労働生産性の差である。従って、地方の

第三次産業の労働生産性を東京都の水準並に引き上げるか、（構造要因の負の符号を逆手

に取って）地方の製造業が持つ現在の高い労働生産性を維持したまま、就業構造を東京都

のものからさらに乖離させる（地方において、生産性の低い第三次産業から生産性の高い

製造業に就業人口を移動させる）ことが、都道府県間格差の縮小のために取り得る効果的

な選択肢といえる。 
しかし、それを実行するのは容易ではない。まず前者については、第三次産業ほど集積

のメリットを享受しているとされることから、地方の労働生産性を東京都並に高めるため

には、これまでとは異なるビジネスモデルを考え、実践していくことが求められる。昨今

のコロナ禍は、リモートワークの普及をもたらし、大都市への集積のメリットの一部を減

退させた可能性があるが、だからといって、直ちに地方の第三次産業の労働生産性が高ま

り東京都に追いつくことを約束するものではない。後者についても、補助金による工場誘

致などの施策に頼るのでは、かえって生産性の低い工場を呼び込んでしまうという逆選択

の問題（大久保、2018）が発生することで、地方の労働生産性が低下し、その結果、格差

縮小への貢献もわずかなものに終わるリスクがある。同様な理由で、たとえコロナ禍で製

造業の国内回帰が進んだとしても、それが地方の労働生産性の向上に寄与するものでなけ

れば、やはり直ちに都道府県間格差の縮小をもたらすものではないであろう。 
従って、コロナという禍（わざわい）を転じて福と為すには、各道府県側の主体的な努

力が必要である。ちなみに拙稿（Kokubun、2020）では、第三次産業の割合が大きい、平

均給与が高いなどの経済的要因に加えて、晴れの日が多い、雪の日が少ない、湿度が低い

などの気候の快適さ、病院、鉄道、道路、下水などの社会資本の充実、労働年齢人口、大

卒人口、ソーシャル・キャピタルなどの人的資源の豊富さなどが、都道府県単位の人口の
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流入率と相関することが示されている。このことは、土地が人を引きつけ、発展するため

の経路は一様ではなく、多様であることを示すものである。従って、各々の土地が持つ資

源を活かして、人を集め、生産性の高い産業を創出・育成していく取り組みが、地域振興

と東京一極集中是正のために今最も強く求められているといえよう。 
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附表 タイル指数と要因の推計結果（抜粋） 

 

タイル 
指数 

地域的分解 産業的分解 
地域的・産業的分解 

 構造要因 生産性要因 就業人口比率要因 

 地域
内 

地域
間 

構造 
要因 

生産
性要
因 

就業人
口比率
要因 

地域
内 

地域
間 

地域
内 

地域
間 

地域
内 

地域
間 

年 T TW TB Us Up Ud UsW UsB UpW UpB TdW TdB 

1970 0.023 0.014 0.009 0.012 0.006 0.005 0.007 0.005 0.004 0.002 0.004 0.002 

1980 0.018 0.008 0.009 0.005 0.002 0.011 0.001 0.004 0.001 0.001 0.007 0.004 

1990 0.039 0.010 0.029 0.012 0.012 0.015 0.002 0.009 0.002 0.011 0.006 0.009 

2000 0.038 0.008 0.030 0.006 0.019 0.014 0.001 0.004 0.002 0.017 0.005 0.009 

2012 0.030 0.014 0.016 0.003 0.017 0.010 0.006 -0.003 0.004 0.014 0.005 0.006 

出所）図表１に同じ。  

http://www.stat.go.jp/data/ssds/
http://www.stat.go.jp/data/idou/
https://arxiv.org/abs/2009.07144
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